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中等教育施策に関する経済分析：サーベイ

李 慧 慧 a

池 山 聖 子b

本稿は，人的資本の蓄積が重要な中等教育段階における学校給食と高等学校授業

料無償化という二つの教育政策に焦点を当て，日本の学校給食と高等学校授業料無

償化の歴史をまとめた上で，教育機会の均等の視点から子どもの貧困の問題への対

処のための教育政策の教育成果などへの影響に関わる実証研究を概観した。学校給

食に関する分析においては，諸外国の従来研究では学校給食への参加の規定要因と

給食の摂取が教育成果などを向上させることが明らかにされている。高等学校授業

料無償化に関する分析においては，高校教育費の補助が世帯所得階層間の教育格差

ならびに学校間の教育格差を拡大させる可能性があることが明らかにされてきた。

最後に，今後の研究課題として，教育制度の変更や地域差に着目し，エビデンスに

基づく政策形成のため，子どもの貧困の教育対策と教育成果との間の因果関係の識

別に関する実証分析の蓄積が求められることを指摘した。

キーワード 学校給食，高等学校授業料無償化，子ども貧困，教育機会の均等

1 は じ め に

日本では，近年，国民の大多数よりも貧しい状態にある貧困世帯の多さが問題となってい

る。世帯の可処分所得を世帯人員の平方根で除した「等価世帯可処分所得」が全世帯の中央

値の半分（貧困線）に満たない割合は,「相対的貧困率」と呼ばれる。厚生労働省は，2006

年に「相対的貧困率」が15.7％であると公表したが，この時に初めて，子どもの相対的貧困

率が14.2％であることを示し，ひとり親世帯における子どもの貧困率は，54.3％
1）

で，先進国

の中で最も高い水準であった。2014年に「子どもの貧困対策に関する法律」（平成25年法律

第64号）が施行され，その目的は，「子供の将来がその生まれ育った環境によって左右され

ることのないよう，貧困の状況にある子供が健やかに育成される環境を整備するとともに，

教育の機会均等を図る
2）

」とされている。また，子どもの教育の機会均等が保障されることや，
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子どもの貧困対策を総合的に推進することを目的に「子どもの貧困対策の推進に関する法律

の一部を改正する法律」（令和元年法律第41号）が施行された。

「子どもの貧困率」は，日本の子どもが直面している教育に関する直接的な問題で，子ど

もの貧困率の高さは，世帯の所得格差や親の貧困によって生じる現象である（橘木 2020）。

親の社会経済的地位
3）

（Socio-Economic Status ; SES）は，子どもの教育投資の意思決定に大

きな影響を及ぼす（松岡 2019）。特に日本においては義務教育段階以外の教育段階では，教

育費は公財政ではなく私費負担による性格が強い。均等な教育機会を提供するため，社会経

済的背景に関わらない教育支援は，子どもの貧困対策に関する大綱の中，取り組むべき重点

施策の一つである
4）

。質の高い教育を受けられる機会の均等の実現のため，乳幼児期段階，義

務教育と高等学校段階ならびに高等教育段階の各段階において，各支援策が取り上げられた。

乳幼児に向けた幼児教育・保育の無償化や，義務教育段階の児童生徒に対する学校給食を通

じた子どもの食事・栄養状態の確保や就学支援に関する取り組みなどが推進され，また，高

等学校段階の生徒に向けた経済的負担の軽減を図るための経済的支援（例えば，私立高等学

校授業料の実質無償化）が実施され，さらに，高等教育段階の生徒に対する授業料等の減免

措置と給付型奨学金の拡充に関する取り組みなどが推進されている。教育支援を含む政策で

は，子どもの貧困対策などが推進されている。子どもの相対的貧困率及びひとり親世帯の子

どもの貧困率は低下傾向がみられるが，2020年時点では，ひとり親世帯の子どもの貧困率は

まだ高い水準にある
5）

。これまでは乳幼児・高等教育政策に関する研究が多かった（Sano

2019 ; Yamaguchi, Asai, and Kambayashi 2018）が，それらの支援策は，子どもの福祉への改

善効果があったといえるだろう。しかしながら，教育の機会を均等化し，教育の格差を解消

していくには，人的資本の蓄積において重要な中等教育段階における子どもの貧困対策の施

策と教育成果の関係を検討する必要がある。

世界各国では教育課程区分だけではなく，学校制度，進級・進学学校体系についても内容

がそれぞれ異なる
6）

。国際標準教育分類（The International Standard Classification of Education

2011 ; ISCED 2011）の分類
7）

によると，日本の中学校などに相当する教育水準は ISCED 2011

で示したレベル 2前期中等教育（Lower secondary education），日本の高等学校などに相当

する教育水準はレベル 3後期中等教育（Upper secondary education）に該当するので，こ

こでは中等教育は日本の中学校と高等学校と定義される。まずは，前期中等教育段階におい

ては，中学生を対象とする学校給食政策に着目する。憲法第26条「義務教育は，これを無償

とする。」および教育基本法第 5条「国又は地方公共団体の設置する学校における義務教育

については，授業料を徴収しない」により，日本の公立小中学校における授業料および教科

書費用が無償となっているが，後で述べるように，中学校の学校給食の普及には地域差があ

るだけではなく，学校給食費は義務教育段階で発生する追加的な教育費として自治体によっ
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ては無償ではないのが現状である。文部科学省「令和 3年度子どもの学習費調査」により，

公立中学校の年間学習費総額は約54万円で，そのうち学校給食費は約 4万円となるが，経済

的理由などによる学校給食費未納もあり，食糧不安を抱えている子どもが日本でいないとは

いえないだろう。食糧不足が子どもの発達に負の影響を与え（Howard 2011），食糧不安の

兆しがある世帯の子どもほど，成績の低下と学習量の減少も指摘されている（Winicki and

Jemison 2003）。さらに教育費負担の軽減のための後期中等教育である高等学校授業料の無

償化に関する政策に着目する。文部科学省「令和 4年度学校基本統計調査」により，高校へ

の進学率は98.8％を占めるが，義務教育と高等教育の架け橋を担う高等学校の教育を受けた

後，大学への進学率は56.6％に留まる。また，「令和 3年度子供の学習費調査」の結果によ

ると，高等学校の学習費総額の年間平均は公立と私立それぞれ51万円と105万円となり，そ

のうち，世帯年収400万円未満の世帯においては，公立高校では41万円で私立高校では75万

円となる。日本では，世帯消費支出に占める授業料などの教育費の割合は，各教育段階の中

で高等学校の教育費が一番大きいと指摘された（増田 2019）。学校給食と高等学校授業料の

無償化政策は貧困世帯の子どもの教育機会の向上や人的資本の蓄積に貢献すると考えられる

ので，教育費の負担にみる教育機会の均等化の視点から，これらの教育政策を評価すること

が重要となる。

従来，子どもの貧困の解消ための政策に関する評価は，途上国の政策が中心となっており，

低所得世帯の子どもを支援する政策に関する評価は，先進国の政策が中心となっている。本

稿では，日本の子どもの貧困対策に関するエビデンスに基づく政策形成に対して，具体的な

知見を提示するため，中等教育段階の子どもに関する学校給食と高等学校授業料無償化とい

う二つの貧困の世代間連鎖を食い止めることを目的とする教育政策および政策評価の成果に

関するサーベイを行い，それらの政策の施行による子どもへの影響及びそれらの現状と課題

を明らかにする。

2 学校給食に関する施策と実証研究

本節では，主に日本の学校給食の歩みを議論したうえで，学校給食政策の子どもへの影響

に関する国内外の実証研究を取りまとめる。

2．1 学校給食の歴史

この節においては，日本の学校給食の歴史を概観しながら，統計データから公立中学校の

完全給食実施率の状況ならびにその課題を確認する。

日本の給食の歴史は1889年から始まる
8）

。貧困家庭の児童の収容という社会事業的要素と就

学奨励を目的とし，宗教団体等が山形県岡町（現鶴岡市）の私立小学校で給食を実施した。
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1938年からは，学校給食が修学奨励を目的としたものから，児童の体位向上を目指したもの

に位置づけが変わった。その後，太平洋戦争の中で，給食の実施は困難となり，食糧不足に

陥り，国民全体が栄養不良の状況になった。

終戦の1945年には，食糧不足と経済困窮のなか，栄養不良の児童の救済が喫緊の課題と

なった。アジア救済公認団体（Licensed Agencies for Relief in Asia ; LARA）からの脱脂粉乳

などの援助物資を受け，1946年に文部，厚生，農林三省事務次官通達「学校給食実施の普及

奨励について」により，体位向上，栄養，教育の見地から学校給食を行うことが示され，都

市部において学校給食が開始された。また，この通達には生活保護世帯の児童の給食費の無

償化や，国民学校に対する資金補助に関する項目が含まれていた。1952年に文部省は「昭和

27年度の学校給食実施方針」により完全給食の励行に努めるよう示し，全国の小学校で給食

が実施されるようになった。

1954年に「学校給食法」が公布され，第 8条に基づき「学校給食実施基準」が示された。

また，1956年にその法律は中学校にも適用された。1958年，「学習指導要領」が改訂され，

その中で初めて給食は教育課程に位置づけられることになった（川越・鈴木 2014）。1963年

に強く推進されたミルク給食の全面実施により，ミルク給食を含む中学校の学校給食の普及

率は20％未満から一躍約60％を超えた
9）

。

1968年に小学校の「学習指導要領」，1969年に中学校の「学習指導要領」が改訂され，給

食は特別活動に位置づけられることになった。1974年に，「学校給食法」の改正により，学

校栄養職員を県費負担教職員に切り替え，学校栄養職員の地位は確立され始めた（飯塚・平

本 2013）。また，1976年に，学校給食施行規則が改正され，米飯給食が導入された。こうし

て，1979年に中学校の完全給食実施率（生徒数割合）は55.7％となったが，国公私立中学校

の間の格差が大きいだけではなく，都道府県間には地域の差も大きく見られ，長野県の完全

給食実施率は98.4％で最も高く，大阪府が7.5％で最も低かった
10）

。その後，中学校の完全給食

実施率は上昇し続けている。

2005年に「食育基本法」が公布，2006年に食育基本計画が策定され，子どもの食育におけ

る保護者，教育関係者等の役割が明示された。同年に，「学校給食法」及び「学校教育法」の

改正により，栄養教諭制度が整備された。2008年，小中学校の学習指導要領において，その

総則に「学校における食育の推進」が盛り込まれた。さらに，2009年に学校給食法が改正さ

れ，第一条（法律の目的）で，「学校における食育」を位置づけるとともに，「学校給食を活

用して食に関する指導を充実させること」が謳われた。同年，子どもの相対的貧困率が公表

され，社会的に注目されることとなった。その後，「学校給食実施基準」や「食育推進基本

計画」は，社会の状況に応じ，改正が重ねられている。2013年に「子どもの貧困対策の推進

に関する法律」が公布された。これを受けて，セーフティネットとしての学校給食を効率的
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に機能させることが必要とされるようになった（岸山・黒瀧 2021）。近年，公立中学校完全

給食実施率は上昇し，2021年には全国の平均は95.3％となった
11）

（図 1）。都道府県別の実施

率の時系列変化をみると，大きな地域差がみられる。長野県や富山県などは高い水準を維持

し，大阪府をはじめ近畿地方の都道府県などでは，実施率は上昇している。特に大阪府は

2012年に，完全給食実施率が急激に上昇し，神奈川県は2015年以降，完全給食を実施する中

学校が，大きく増加している。中学校の完全給食の実施率が低かった理由は地域により異な

るが，子どもの貧困の広がりや共働き家庭の増加などを背景に，保護者らの要望に応えて完

全給食を開始し，数年内に100％を目指す市もある。

中学校の完全給食実施率が増加しているなか，給食費未納問題も注目されている。「学校

図 1 公立中学校完全給食実施率（生徒数割合）
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図 2 公立中学校の学校給食費平均月額
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給食法」により，給食に係る施設や設備等の経費は設置者による負担とされ，それ以外の

（食）材料費，光熱水費は保護者による負担とされた。近年，保護者が負担する学校給食費

の平均月額の地域の差は，依然として見られるが，全国的にわずかに増加している傾向があ

る（図 2）。一方で，「学校給食費の徴収状況」によると，2005年以降給食費未納の割合は 1

％前後となっている。2016年に学校給食費が未納の児童生徒の割合は0.9％を占め，そのう

ち生活保護・就学援助の対象者の割合は13.20％であるが，未納者のうち，学校給食費以外

の学校徴収金にも滞納がある者の割合は40.30％となった。給食費未納は子どもの貧困のシ

グナルではないかと指摘されている（鳫 2016）。また，未納児童に対して給食提供を停止す

る方針を発表する自治体も存在する（藤澤 2016）状況のなか，「児童及び生徒の心身の健全

な発達に資する」学校給食の位置付けを見直す必要はあると考えられている。

日本の給食政策についてまとめると，学校給食の目的は，最初の「修学奨励」から「児童

及び生徒の心身の健全な発達に資するもの」，そして「児童及び生徒の食に関する正しい理

解と適切な判断力を養う上で重要な役割を果たすもの」と変化してきた。全国の中学校完全

給食の平均普及率は1960年代から増加し，2021年には95.3％に達した。その実施率や実施方

針は自治体ごとに大きな差異が生じており，同時に給食費未納問題も注目されている。義務

教育に属する中学校教育段階においては，授業料無償制と教科書無償給与が憲法第26条と教

育基本法第 5条に定められるが，義務教育に伴う学校給食費などの費用は発生している。現

在，給食費無償化を議論する自治体もあるが，教育の機会均等の保障という位置付けで，教

育費の負担の視点から，中等教育段階中学校の学校給食実施の普及率の地域バリエーション

を利用し，日本の学校給食制度の効果を検証する必要がある。

2．2 学校給食に関する実証研究

第 2．1節で説明したように，給食費未納で学校給食を食べられない可能性がある生徒がい

る。実際には，生徒全員に対して強制的に提供しない限り，無償でも学校給食に参加しない

こともある。そこで，この節においては，給食費の視点から学校給食に参加するかしない要

因を議論するうえで，学校給食の子どもへの影響に関する国内外の既存研究をサーベイする。

子どもへの影響について，学校給食は下記の三つのアウトカムとの関係を確認する。具体的

には，子どもの健康への影響，子どもの教育成果への影響，生徒のしつけへの影響である。

2．2．1 学校給食への参加に影響を与える要因

学校給食に参加する要因は多く挙げられた。学校給食が低所得世帯の生徒に無料で提供さ

れる場合，「学校給食の受給＝貧乏の恥」と思われることで給食の参加率に影響を及ぼす

（Poppendieck 2011 ; Yu, Lim, and Kelly 2019）。アメリカの学校給食プログラム（National
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School Lunch Program; NSLP
12）

）は，世帯収入が貧困線の130％以下の世帯の子どもには無料，

世帯収入が貧困線の130％から185％の間の世帯の子どもには減額された給食費で提供される

が，資格のある生徒の中の一部しか給食をとらないことがみられ（Pogash 2008），Bhatia,

Jones, and Reicker（2011）は，低所得世帯の生徒を特定できる学校給食環境においては，受

給資格のある生徒の給食への参加を阻害する可能性があることを指摘している。しかしなが

ら，学校内に受給資格のある生徒の割合が高いほど，または生徒全員が学校給食を食べる際

には，生徒の貧困であることを恥じるという気持ちを弱めさせるので，給食の参加率が高く

なると考えられる（Mirtcheva and Powell 2009 ; Schwartz and Rothbart 2020）。また，十分

な補助をもらえずに世帯の所得制限に直面している生徒にとって，給食費も給食の参加率に

影響を与える（Gleason 1995 ; Gordon et al. 2007）。低価格で提供した給食が参加率を引き

上げるが（Akin et al., 1983），給食費の値上げは参加率を引き下げる（Scholder 2013）。な

お，参加率を引き下げる他の要因としては，脂肪量の多さ（Gleason 1995）や学校近くの小

売店でのファストフードの提供（Zenk and Powell 2008）なども取り上げられた。

2．2．2 学校給食が生徒の健康に与える影響

学校給食が生徒の健康に与える影響の検証は，栄養学の分野だけではなく，経済学の分野

でもよく議論されている。ここでは経済学の視点から既存研究をサーベイする。

アメリカの NSLPは食糧不安から低所得世帯を守る手段の一つとされている（Arteaga and

Heflin 2014 ; Gundersen, Kreider, and Pepper 2012）。多くの研究では，学校給食は高い栄養

価値を必要とする学生の飲食の質を改善したり（Smith 2017），栄養状態を改善したりする

（Bhattacharya, Currie, and Haider 2006）とされる。もし学校給食に高い栄養基準が設定さ

れれば，児童生徒の体重を重くさせる可能性があるとされる（Capogrossi and You 2017）。

Schanzenbach（2009）はアメリカの NSLPと子どもの肥満との因果関係を評価し，学校給食

の受給者は肥満になる可能性が高くなることを明らかにした
13）

。しかし，Schwartz and Roth-

bart（2020）は（世帯収入を問わず）生徒全員に対するニューヨークの学校給食無償化を評

価した結果，体の過重や肥満にならないという逆の結果をえた。日本の研究に着目すると，

Maruyama and Nakamura（2021）は短期と長期効果の視点から，「国民健康・栄養調査」

（1975�1994年）を使い，差の差の分析手法で中学校給食と中学生の肥満などの因果関係を検

証した。学校給食により，貧困世帯の子供の肥満を減らし，さらに，肥満軽減効果は，卒業

後も少なくとも数年間にわたって存在しているとの結果を示し，学校給食を通じて健康的な

食生活と食の知識を促進するという日本政府の方針を支持すると結論づけた。また，Miya-

waki et al.（2019）は「学校給食実施状況等調査」と「学校保健統計調査」（2006�2015年）

のデータを使い，中学校給食が子どもの健康に与える影響を検証した。その結果として，給
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食プログラムの提供による栄養補充を通じて，県レベルの給食実施率が増加すること，男子

生徒の超過体重と肥満率が明らかに減少すること，女子生徒の肥満軽減効果がないことを明

らかにした。

2．2．3 学校給食の教育成果への影響

学校給食の参加が子どもの教育アウトカムに与える影響の有無については，これまでに数

多くの研究がある。

学校給食が出席状況（生徒の年間の出席日数（割合））・欠席状況（生徒の年間の欠席日数

（割合））に与える影響について検証した既存研究においては，学校朝食の無償化は出席率に

影響しない（Leos-Urbel et al. 2013）が，学校昼食の無償化は小学生の欠席日数を引き下げ

る（Gordanier et al. 2020）。また，学校が指定された固定場所で給食を定期的に提供する

（例えば，教室の座席でベルの後に提供する）場合，生徒に食事を受ける手順を簡潔化させ

ることで登校ストレスを減らし，長期欠席率（学校における学年度のうち15日以上欠席した

生徒の割合）の減少につながる可能性がある（Kirksey and Gottfried 2021）。栄養不足が認

知能力の発展を阻害する（Howard 2011）ので，学校給食の実施が出席（欠席）状況あるい

は栄養状況を改善することによりもたらしたスピルオーバー効果の一つは，生徒の数学や読

解といった教育成果を引き上げることである（Anderson et al. 2017 ; Dotter 2013 ; Figlio and

Winicki 2005 ; Kirksey and Gottfried 2021 ; Leos-Urbel et al. 2013）。全員に対する学校給食は

数学と読解の点数を引き上げることを示した研究が多かった（Frisvold 2015 ; Gordanier et al.

2020 ; Imberman and Kugler 2014 ; Ruffini 2022 ; Schwartz and Rothbart 2020）が，その影響

は貧困地域の学校で，さらに強くみえるだけではなく（Gordanier et al. 2020），将来までも

続く（Hinrichs 2010）。また，学校給食が学生の成績に影響しない既存研究もある（Kho

2018）が，その原因はおそらく平均的な効果の測定においては生徒間や学校間の異質性が相

殺されたことにある（Ruffini 2022）。

2．2．4 学校給食が生徒のしつけに与える影響

さらに，学校給食と生徒のしつけとの関係を解明する研究が若干ある。アメリカの Com-

munity Eligibility Provision（CEP）により，学校内において，NSLPによる無料給食の対象

となる生徒が40パーセントを超える場合，資格がない一部の生徒を含める全員に無料給食を

提供できる。Gordon and Ruffini（2021）は CEPと学生100人あたりの停学率との関係を検

証した結果，CEPを導入する学校においては，小学生と中学生の停学率は若干減少してい

るが，高校生ではその効果は観察されていない。また，Altindag et al.（2020）は韓国の Free

School Meal Program（FSMP）の無料の受給者が全員に拡大されたことにより，生徒の具体
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的な不良行動の回数が減ったことを示している。

2．2．5 小括

上記まで主に海外の先進諸国を中心として学校給食に関する先行研究をまとめた。学校給

食の参加率に影響する大きな要因として，学校給食費の高さと学校給食の受給対象を取り上

げた。また，給食の摂取は生徒の栄養状態の改善だけではなく，生徒の教育成果としつけの

改善につながっている。日本では，学校給食を通じて教育支援を行うことが，子どもの貧困

問題において取り組むべき重点施策の一つであり，その目的は子どもの食事・栄養状態を確

保することである。現在，中学校の完全給食実施率が増加しているなか，学校昼食の給食無

償化のことが議論されている
14）

。全額無償化・一部の援助などの政策の実施は，生徒の行動を

変化させるインセンティブがあるので，教育機会均等の保障のため，所得制限に直面してい

る低所得世帯の生徒に対する学校給食への参加要因を解明することは重要となる。また，こ

れまでの日本の研究では，中学校の学校給食プログラムの実施により，子どもの肥満状況が

緩和されたことが確認されてきた。全員に無料で提供される学校給食は，低所得世帯の生徒

の教育成果を大きく向上させ，学力の差を縮めることによって世代間の貧困の連鎖を防ぐ可

能性もあるが，日本において，中学校の学校給食の摂取と教育成果および生徒のしつけとの

関係を解明する点が未検証の課題として残されている。

3 高等学校授業料に関する施策と実証研究

学校給食に関する既存研究を概観したが，以下は，子どもの教育機会平等の視点から高等

学校授業料無償化に関する研究をまとめる。

3．1 高等学校授業料無償化の制度的背景

第 1節で説明したように，世界各国の教育体系が異なっているので，日本の高等学校に相

当する後期中等教育を分けて行う国もあり，一貫した教育を行う国もある。したがって，教

育の無償範囲も様々である。例えば，アメリカは高等学校までが義務教育であるため，公立

高等学校の学費は無償であり，フランスはすべての教育段階おいて公教育は原則的には無償

となり，フィンランドは就学前段階から高等教育段階まで無償とされる。また，高等学校の

みを対象とする授業料無償化の制度を検討する国は一部の途上国以外では，日本
15）

のみである

ので，この節では，主に日本の高等学校授業料無償化の経緯
16）

を概観する。

文部科学省は，現行の高等学校等就学支援金制度について，「授業料に充てるための就学

支援金を支給することにより，高等学校等における教育に係る経済的負担の軽減を図り，

もって教育の実質的な機会均等に寄与すること」を目的とするとしている
17）

。また，高等学校
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等就学支援金制度の支給対象は，所得等要件
18）

を満たす国公立と私立の高等学校等に通う生徒

となる。その点は，制度創設当初と比較し，変更されている。制度が設けられた当初は，公

立高等学校の生徒を対象とする「公立高等学校授業料無償制」と私立高等学校等の生徒を対

象とする「高等学校等就学支援金制度」が制定されていた。制度の創設について，民主党

は，2009年の第45回衆議院議員総選挙において，政権交代公約に主要施策の一つとして「公

立高等学校授業料無償制」を掲げていた。

2010年，「公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関する

法律」が成立し，公立高等学校の授業料を徴収しない「公立高等学校の授業料無償化」と，

私立高等学校に通う生徒を対象にし，私立高等学校の授業料に対しては，一定額を助成する

「高等学校等就学支援金制度」が新設された。2012年に国際連合から，「経済的，社会的及び

文化的権利に関する国際規約（社会権規約）第13条 2（b）及び（c）の規定に係る留保の撤

回（国連への通告）について」において，社会権規約13条
19）

2 による，1979年以来，留保して

きた中等教育及び高等教育の「無償教育の斬新的推進」を求められ，日本はこれに拘束され

ることになった。

2012年12月に民主党から自民党に政権交代し，その後，2014年，「高等学校等就学支援金

の支給に関する法律」が改正され，名称は「高等学校等就学支援金制度」に変更され，公立

高等学校の不徴収制度は廃止された。私立高等学校と同じ就学支援金制度に一本化され，子

ども手当と同様，財源確保の難しさから世帯収入910万円未満程度の所得制限が導入された。

また，2020年には，年収約590万円未満世帯の私立高等学校に在学する生徒への支援額の上

限が引き上げられ，私立高等学校の生徒を対象とする授業料が実質無償化された。2022年時

点で，全国の高校生の約 8割が高等学校授業料無償化制度を利用している
20）

。自治体により，

所得制限を撤廃する動きがあるが，小早川（2015, 2019）は，全国一律で実施されている授

業料無償化の影響は，都道府県により，その地方財政や教育に対する負担が異なることを示

している。

日本の高校授業料無償化についてまとめると，教育機会の均等の確保のため，公立高等学

校は率先して授業料の無償化制度を推進しており，その後，私立高等学校は支援金という形

で実質的な無償化制度も導入された。これにより，高等学校の教育費用のうち，授業料の負

担は，公的機関が分担するようになってきた。高等学校授業料無償化の影響を受け，近年に

は少子化により高校生人口が減少しているものの，私立高校の在学人数が2010年以降に若干

増加している傾向にあり，また高校在学者に占める割合は2010年の29.8％から2022年の

34.3％に上昇している
21）

。しかし，無償化制度の実施で，親の経済的な格差から守り教育機会

を均等に与えられることにより，子ども教育機会の平等性を保つといえるかどうか，第 3．2

節でとりあげる先行研究でその授業料への補助の効果をサーベイする。
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3．2 高等学校の教育補助に関する実証研究

教育補助の効果を評価する既存研究は，主に途上国の初等教育段階の授業料無償化／減額

の効果を評価する研究が中心であり（Chingos and Peterson 2015），多くの分析で就学率の

増加（Chyi and Zhou 2014 ; Ravallion and Wodon 2000），中退率の低下（Cameron 2009），

児童労働力率の低下（Tang, Zhao, and Zhao 2020）が示されている。Shi（2016）は中国甘粛

省「家庭子ども調査」（Gansu Survey of Children and Families ; GSCF）のパネルデータを

使い，中国の諸々の学費と教科書代の免除および寮費の補助という教育制度を評価し，減額

が大きいほど，生徒（特に女子生徒）の就学率が高まることを明らかにした。それに対して，

高等学校授業料無償化が教育効果に与える影響を検証するものは多くないが，以下において

は，関連する既存研究をまとめる。

3．2．1 高等学校教育費への補助の効果

高等学校教育費補助の政策に関する研究は，1990年代以降多くなってきたが，多くの研究

は私立学校の教育補助金（諸外国の私立学校の教育バウチャー（School Voucher）に相当す

るもの）効果の測定である。既存研究には，教育生産性
22）

への効果，学校の安全性や学校への

満足度に関する評価，他の教育政策への影響などがある（Epple, Romano, and Urquiola 2017）。

Epple and Romano（1998）は，教育機会の均等と平等の視点から教育バウチャー効果を検証

する理論メカニズムを提示し，バウチャー導入前後では公立と私立の生徒の出費が減少する

が，公立学校の運営や教育の質が低下すると懸念を示している。多くの既存研究においては，

教育バウチャーが導入された私立学校の教育生産性は，公立学校と比べ向上している結果を

得ている
23）

（Cowen et al. 2013 ; Wolf et al. 2013）。また，Angrist, Bettinger, and Kremer（2006）

は，コロンビアの行政データを使い，低所得世帯の高校生がランダム抽選によって受け取っ

たバウチャープログラム
24）

の長期教育効果を評価し，高校卒業率の増加，成績の改善，大学進

学可能性の増加などの効果が見られることを明らかにした。Akabayashi and Araki（2011）

は，日本の東北・北陸地域における1988～2006年の『高等学校情報』，『高校学校名鑑』，『都

道府県私学助成状況』および『全国高校・中学偏差値総覧』データを主に用いて，私立高等

学校に在籍する生徒への教育バウチャーの拡充が生徒の中途退学率を引き下げる効果を示し

ている。

国による教育バウチャーは授業料などの教育費の一部しかカバーできないが，子どもの進

学の直接費用を下げることで，世帯所得の子どもの教育の消費・投資に対する制約を小さく

することができる。また，生徒全員に対して実施する授業料の無償化も，世帯への教育費の

補助として，教育費負担を減らすことを通じて，教育投資の意思決定に影響を与える。

高等学校授業料無償化の効果に関する研究はあまり蓄積されていないが，ここで筆者たち
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は調べられる範囲の研究をサーベイする。海外の途上国の実証分析は相対的に多くなされて

いる。Ohba（2011）はケニアの中等教育無償化が，中等教育への入学に与える影響は，低

所得世帯の子どもに対しては限定的であることを示した。Xiao, Li, and Zhao（2017）は，中

国農村部における無償化の効果を学歴や認知能力で計測し，教育達成への正の効果が長期的

にはより大きくなることを発見した。Blimpo, Gajigo, and Pugatch（2019）は，ガンビアの

女子高校生向け授業料無償化に着目し，差の差分析を用いた分析によって，無償化は高校卒

業試験受験者を増加させる一方，やむをえず中退した生徒の再入学の確率を高めることを示

した。しかし，授業料無償化後，生徒の学力低下の問題，教育の質の低下の問題や教育の格

差の拡大などの懸念が指摘された（Blimpo et al. 2019）。例えば，中国では，上海に出稼ぎ

に行く労働者に同行する子どもが，Hukou制度の規制で上海の公立学校に入学できない場

合，やむをえず出稼ぎ労働者の子ども向けの上海の学校に入学するが，出稼ぎ労働者の子ど

も向けの学校には2007年に「高校授業料免除プログラム」が導入されている。Chen and Feng

（2013）は，このプログラムを評価するために，独自収集したデータを使い，出稼ぎ労働者

の子ども向けの学校で勉強する生徒は，公立学校の生徒と比べ，国語と数学の成績が低いだ

けではなく，保護者の学校への満足度も低いことを明らかにしている。Ranasinghe and Har-

tog（2002）は，スリランカにおける幼稚園から大学までの公的教育無償化を評価した結果，

豊かな世帯の生徒ほど在学時間が長く，資格試験に合格する可能性が高いが，貧困世帯では，

その効果が小さく，教育の格差が拡大することを指摘している。

日本においては，授業料無償化と家計行動との関係をデータから概観を示した研究がある。

末富（2020）は，OECDデータによる国際比較から，2005年から2011年のデータを用いて，

学校教育費への負担率が下がったことが確認されたと結論づけたが，世帯における教育負担

率の低下と教育生産性などのアウトプットとの間の因果関係を解明していない。Hori and

Shimizutani（2018）は，2002年から2012年までの「家計調査」ミクロデータを利用し，高等

学校授業料無償化制度は貧困世帯の生徒の高校進学率を向上させるが，貧困世帯と比べ，裕

福な世帯での授業料以外の教育，衣料品，レクリエーション用品への支出割合が大幅に増加

したことを示した。しかしながら，教育アウトカムへの影響に着目する研究は極めて少ない。

Nomoto（Forthcoming）は2010年の日本の私立高校授業料補助の制度の改正の効果を検証す

るため，差の差の分析に基づき，「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関

する調査」および「学校基本調査」を使い，制度の改正は中退率を低め，大学入学率には影

響しないことを明らかにした。

3．2．2 小括

上記から，主に海外の途上諸国を中心として，高等学校の教育補助の効果に関する先行研
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究をまとめた。教育機会の均等の達成，あるいは教育環境の格差の改善のため，私立学校の

教育バウチャーや公立学校の授業料無償化によって，世帯に対する教育費の補助が実施され

ている。授業料無償化の効果については，途上国の政策によって異なる結論が観察されてい

るので，必ずしも低所得世帯の子どもの教育成果を改善し，世帯所得階層間の教育格差を縮

小できるとは言い切れない。高等学校の教育バウチャーは，途上国の生徒の教育成果を向上

させているが，公立と私立学校の間の競争を促すことによって，教育バウチャーを含む家計

の援助は，結局，私立学校と公立学校の間の格差を生じさせ，学校間の格差の拡大による教

育成果の格差を拡大させることが懸念されている。これまでの日本の研究では，高等学校授

業料の無償化の教育成果の評価について，授業料補助と私立高等学校生徒の中途退学ならび

に高校の進学率との関係について検討した研究に留まっている。しかしながら，子どもの教

育の費用負担の構造が変化している中，世帯にとっての教育費用の負担の減少は家計の予算

制約の外生的な変化をもたらすため，世帯が教育投資の意思決定を行う際に，その家計の予

算制約の外生的な変化が，子どもの教育成果に及ぼす影響のメカニズムを解明する余地があ

る。さらに高等学校授業料無償化を含む子育て支援策が，学校教育の質の向上や教育の格差

の改善に与えた影響を解明する余地がある。

4 まとめと今後の課題

本稿は，中等教育段階における中学生を対象とする学校給食と高校生を対象とする高等学

校授業料の無償化という二つの教育政策の歩みと動向をまとめたうえで，教育政策の教育成

果などへの影響に関連する実証研究をサーベイし，以下の点を明らかにした。学校給食につ

いて，従来の諸外国の研究では，学校給食への参加の規定要因と給食の摂取の教育成果への

影響を解明する検証が進められている。日本では，中学校の学校給食費は義務教育段階で発

生する追加的な教育費であり，その普及に地域差がある。教育費の負担にみる教育機会の均

等化の視点から学校給食への参加要因を考慮したうえで，給食の摂取と教育アウトカム（成

績や不登校問題に関わる長期欠席状況やいじめ問題に関わる生徒のしつけなど）との関係を

検証する必要がある。高等学校の教育費補助について，諸外国の研究は，親の経済的な格差

や教育環境の格差から守り教育機会を均等に与えられる政策であるものの，世帯所得階層間

の教育格差の拡大ならびに学校間の教育格差の拡大を指摘している。日本では，子どもの貧

困に関わる貧困の世帯間連鎖の観点が重要であり，高等学校授業料無償化という子育て支援

策による家計の予算制約の外生的な変化が子どもの教育成果に影響を及ぼすか否かという点

が，未検証の課題として残されている。また高等学校授業料無償化制度の変更により，教育

の質の向上や教育の格差の改善に及ぼす因果的効果の検証も残された課題である。

日本におけるエビデンスの蓄積が重要であるが，そのためには因果関係の識別が必要であ
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る。因果関係を明らかにするために行われているのが，各種統計調査の個票データや政策変

更に注目した分析である（小塩・妹尾 2005，佐野 2017）。日本の教育政策に関する実証分

析の制約の一つは，データの利用可能性であるが（小塩・妹尾 2005），近年政府統計におけ

る各種統計調査の個票データの利活用の拡大により，教育成果に係る学校側の情報や家計情

報を含む統計データあるいは複数のデータをマッチさせることでの使用が可能となった。ま

た，因果関係の識別のため，政策変更や歴史の動きから観察できるイベントのバリエーショ

ンに着目する自然実験アプローチに基づく分析が有益である。本稿 2．1節で言及したように，

学校給食の分析には，中等教育段階中学校の学校給食実施の普及率の地域バリエーションが

利用可能である。また，高等学校授業料無償化の分析には，高等学校授業料無償化制度の変

更が利用可能である。教育機会の均等化のための，子ども貧困に関する教育政策形成にエビ

デンスを提供することが不可欠であろう。
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